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は じ め に

　戦後の歴史を見ても、またこの20年あまりの間に限ってみても自治体を取り巻く環境は大きく変化してきました。

　すでに自治労は『災害に強いまちづくりと災害救助のあり方～みどりと福祉の防災都市をめざして～』を1995年に発生した阪神・淡路大震災の直後に刊行し、大規模災害についてのいくつかの問題点を提起してきました。また『21世紀社会とリスクガバメント～地域政府の役割～』を2007年にまとめ、沖縄自治研で中間発表し、その後の課題などを内外に明らかにしてきました。前者は阪神・淡路大震災を対象にしたものであり、後者は鳥取県西部地震などその後のいくつかの大規模災害を念頭において、制度面の問題点や市民社会のありようを提起したものでした。

　この「災害に強いまちづくり」はそうした環境の変化と、東日本大震災の影響を踏まえつつ、近い将来に発災が予見される東海、東南海、南海地震と津波、それに連動するであろう二次的被害を想定した対応の準備も必要であることを意識して編集しました。なお、阪神・淡路大震災は1995年１月17日の早朝の直下型地震でした。直後から復旧・復興への動きがありました。今回の東日本大震災は2011年３月11日の午後に発生した大地震であり、それに惹起された津波でした。さらに重ねて福島原発の事故はなお「発災中」の事案です。二つの大震災を並列に見る事がありますが、被害や地域事情等の違いがあることを留意する必要があります。

　この災害に強いまちづくりは、発災時はもとより復旧・復興に全国的な支援を要する大規模災害を念頭に置いたもので、その点から言えば局地的な被害・被災という災害対策についてはカバーしきれていません。また福島第一原子力発電所（以下「福島原発」）事故については、情報公開の側面からのみとりあげており、詳細については自治労がすでに公にした『原子力防災ハンドブック　2012年版』を併せて参照してください。

　なお、第２部「女性の視点から考える防災まちづくり」は、東日本大震災女性支援ネットワーク（以下ＲＴ）の協力のもと、ＲＴがこれまで行ってきた活動から見えてきた課題を阪神・淡路大震災から東日本大震災までの間の社会的変化なども踏まえて執筆しています。

　

　自治研作業委員として、東日本大震災被災地の、早期の復旧・復興を願うのと同時に、今後起こりうる大規模災害に対する施策に役立てていただくことを切望します。

